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少子高齢化社会における疾病構造の変化が
地域医療にもたらす影響

 重井医学研究所附属病院　瀧　　　正　史

会員の声

　現在の医療界における少子高齢化による人口構造の変化および疾病構造の変化、さらに
は予防医学の普及は医療現場においても様々な影響を及ぼしていると思われます。我々一
般病院における入院患者の年齢層をみると、65歳以上のいわゆる高齢者の入院患者に占め
る割合は約８割以上となってきています。一方で、15歳未満の小児は極めて少数であり、
しかも、種々の予防注射の普及により入院患者数は年々減少していると言っても過言では
ありません。例えば、ロタウイルスワクチンの普及により、入院患者数は約８割が激減し
たと言われています。厚労省研究班による調査では、小児科患者は10年間で23%減少した
とのことです。これは、予防注射のみならず、喘息治療の進歩のほか、多くの疾患で外来
治療が可能となってきた点もあるでしょう。この間の小児人口は7.4%の減少にとどまって
おり、これを上回る減り方だったと報告しています。しかも、この減少は地域別でみると、
県庁所在地以外での減少率がより大きかったとしています。このことは、地域によっては
患者が減り、そうした地域の勤務を希望する医師は少なく、小児科の診療を維持するのが
難しくなっており、いくつかの地域の小児科を一つにまとめることや、都会への医師集中
を防ぐなどの対策が必要になるだろうと指摘されています。
　ところで、近年、地域包括ケアシステムの構築が叫ばれていますが、これは主に高齢者
を対象とした疾患が中核となるものと思われます。その場合、疾患は一臓器に一傷害とは
かぎらず、むしろ複数の疾患が併存している事が多いため、それに対応するには総合診療
医もしくは複数の診療科の医師が共同して治療にあたる必要があります。
　近年の医療現場では、新しい知識の発見と技術の開発を飛躍的に進め、臓器に特化した
病気を治すのに驚異的な威力を発揮して成果をあげていますが、その結果、徹底した専門
分化を進める事につながり、より細分化した専門臓器に分かれた診療科が設立されていま
す。こうした専門化した医療は、一定規模以上の総合病院か、特殊な分野のみを扱う専門
病院に集中するという結果をもたらしています。こうした動きは今後も強くなると思われ
ます。このような医療だけで高齢社会で求められている医療需要を満たすことはできない
でしょう。特に一般病院に勤務する医師にとっては、こうした傾向をひしひしと感じる所
であり、病院中心の医療から地域全体でみていく「地域完結型」の医療へ変わって行こう
としています。高齢者では、進行性で不可逆的な老化という身体的に虚弱化していく過程
で、病気は全身に影響を及ぼす病態を呈します。よって、若い人との病態とは大きく異なり、
いくつもの病名をもつ高齢者に対しては、全身機能や生活機能の評価が優先され、それと
個別の病態との関係を評価して行くことが益々求められて行く状況となっています。専門
性が唱えられる中で、こうした地域医療を受け持つ施設では、専門性より総合的医療のも
とでの対応が中心となっており、多方面に判断力をもつ医師の養成が必須のものと思われ
ます。
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かかりつけ医から見たネットワーク

 岡山県医師会地域包括ケア部会　福岡　英明

　わが国の人口は2008年をピークに減り始め、全国の入院医療需要と外来医療需要の
推移（経産省）を見ると外来医療推移は2025年、入院医療需要は2040年にピークを迎
えると言われている。外来医療は2025年を待たず地方から減少しつつある。中都市に
も影響が2025年を待たず現れるであろう。
　地域包括ケアネットワーク№52で福嶋先生が65歳以上の高齢者は2042年まで増え続
けると書いている。それは入院患者の他、施設入所者や居宅や認知症やがん末期の看
取りの患者数がもっと長いスパンで増えることを意味する。
　以上から、今後、地域では施設入所者や在宅医療、認知症、がん末期の看取りが地
域包括ケアシステムの中で大きな医療ニーズになり、かかりつけ医は外来医療と共に
これらに関わらざるを得ない時期にきている。
　地域包括ケアシステムは病・診連携と診・診連携と多職種連携が一連のシステムと
して機能し、インテグレート（包括化）することを謳っている。しかし、現状は連携
を別々に論じなければ進まないし、一連のシステムとしては機能していない。
　厚労省の在宅支援診療所のモデルは、家庭医が３～４人でクリニックを経営する英
国の家庭医である。クリニック内で多職種が常に連携している。これから出てくる総
合専門医が英国のようにグループで開業するかは未知であるが、少子・超高齢化時代
医療は大きな変革が予想される。
　私の所属する操山グループは近くの在宅医５名を中心に薬剤師、訪問看護ステー
ション、ケアマネジャー等が月１回集まりそれぞれの事例を提示し、カンファランス
を行っている。診診連携と多職種協同の小さい規模のチームケアではあるが、実際に
役立っている。地域包括ケアの連携システムの中で進化した診・診連携＋多職種協同
と位置づけすることができる。
　一方、病診連携は診療所から病院への紹介は一応システム化している。しかし、入
院する高齢者の増加による認知化やせん妄への対応には、地域の高齢者の認知度や生
活歴を含めた情報提供が必要になってきているが、急変時ケアマネジャーも含めて多
職種の情報提供がシステム化されていない。反対に病院から診療所への連携は診療情
報提供書を介してシステム化している。主治医のいない患者さんの退院支援について
は努力されている。
　しかし、退院時、ADLの悪化や病気の慢性化、認知化などで入院中に介護保険を
申請し、退院時ケアマネジャーを決めて、退院支援している入院医療機関が増えてい
る。この情報は診療情報提供書には記載されていない。地域に帰った患者さんは医療
と介護が分断されたままである。
　地域包括ケアシステムの展開には、このような連携の不備を地道に改善することも
大事なことと思う。
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